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概　要

山地から河川、海域にわたる流砂系問題に対する
実証的研究の推進

　我が国では、山地斜面の侵食などにより毎年大量の土砂が生産され、河川に流出してい
る。高度成長時代以降、多数の大規模なダムが建設されたが、土砂流出が激しい流域では
大量の土砂が貯水池に捕捉されて堆積している。また、河川や海域では大量の砂利が採取
されて、海域への土砂の供給が減少し、さらに、港湾 ･漁港などの大型の海岸構造物が多
数建設されて海岸に沿った漂砂を遮断する状況が生じている。これにより、ダムが本来有
するべき機能が低下するとともに、ダム下流域では河床が低下し、河口や海岸では砂浜が
侵食されるなど、流砂系のアンバランスによるさまざまな問題が顕在化している。
　流砂系問題の解決には、流送土砂の連続性を確保し土砂がバランスよく供給されるメカ
ニズムを取り戻すことが必要である。しかしながら、土砂の移動現象は広範囲にわたり、
また土砂動態の複雑さ・測定の難しさなどから、流砂に関わる実態の把握は十分とはいえ
ない。このため、土砂を流下させた場合に懸念される河床上昇による洪水氾濫のリスクの
増大や生態系への影響を評価し制御する技術、さらに河川からの土砂の供給による海岸侵
食の改善効果などを予測する技術がまだ確立されていない。
　まずはモデル流砂系地域を特定し、これに対して土砂移動の実態をモニタリングによっ
て的確に把握し、生じている問題およびその箇所、因果関係、影響範囲などを流砂系全体
の視点で改めて的確に診断することから始める必要がある。その上で、各領域で必要な流
砂の量と粒径についての改善目標を明らかにし、適切な土砂の供給対策を防災、利用、環
境の観点から一体的に考える、問題解決型の一貫した実証的研究が必要である。また、多
岐にわたる行政や学問分野が連携して調査・研究活動を行い、流砂系に関わる学問分野が
学術的に発展でき、さらに総合的土砂管理の制度構築への反映をも視野に入れた研究
フォーラムを形成することが望まれる。

流砂系問題に対する一貫した実証的研究のフロー 

科学技術動向研究センターにて作成
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1  はじめに

科学技術動向研究

山地から河川、海域にわたる
流砂系問題に対する実証的研究の推進

井上　素行
客員研究官

　我が国は国土の約 7 割が山地か
らなっており、斜面の侵食や崩壊
などにより、毎年大量の土砂が生
産されている。これらの土砂は河
川の流水によって運ばれ、河川流
域では洪水時に氾濫と堆積を繰り
返し、また河口や海岸域では、波
浪や潮流などの影響を受けて堆積
と侵食を繰り返して、現在の平野
や河口デルタ、砂礫浜を形成して
きた。かつては如何に河床の上昇
を抑えて洪水氾濫を防ぐかが大き
な課題であったが、一方で、豊富
な土砂の供給が白砂青松の自然豊
かな国土と多彩な生態系を維持し
てきたのである。
　我が国では高度成長時代を迎え
た 1960 年頃から、河川の上流域
に治水、発電、用水確保などを目
的として多数のダムが建設され
た。大規模なダムは、土砂の流下
経路を遮断して、土砂流出が激し
い流域では大量の土砂がダム貯水
池に堆積している。また、河川や
海域では大量の砂利が採取され
て、海域への土砂の供給が減少す

るとともに、港湾・漁港などの大
型の海岸構造物が多数建設されて
海岸に沿った漂砂注 1）を遮断する
状況が生じている。
　これにより、ダムが本来有する
べき機能が低下するとともに、ダ
ム下流域では河床が低下し、河口
や海岸では砂浜が侵食されるな
ど、流砂系注 2）のアンバランスに
よる様々な問題（ここでは流砂系
問題と呼ぶ）が顕在化している。
　このような状況を踏まえ、1998
年 7 月に当時の建設省河川審議会
総合土砂管理小委員会は、流砂系
の総合的な土砂管理に向けた取り
組みを求める報告書を提出した。
また、2006 年からスタートした第
3 期科学技術基本計画では、「流砂
系全体の土砂動態予測技術、土砂
対策およびそれが流砂系全体に及
ぼす影響を評価する技術」を社会
基盤分野の戦略重点科学技術とし
て取り上げている。
　流砂系問題の解決には、ダムか
らの排砂を含め、流砂系全体にわ
たる治水、利水および環境面の調

和がとれた土砂収支のバランスを
図る取り組みが必要である。しか
しながら、これまで災害防止のた
めに河川上流域で土砂の流出を防
止する考え方はあっても、下流に
必要な土砂を計画的に供給すると
いう考え方はなかった。そのため、
山地から河川、海域までを含む流
砂系を一貫した検討体制は存在し
ていない。また、土砂の移動現象
は広範囲にわたり、かつ現象の複
雑さ、測定の難しさから、流砂に
関わる実態の把握が十分とはいえ
ない状況にある。このため、土砂
を流下させた場合の河川下流域や
海域への影響を評価し問題の改善
効果を評価する技術、さらには制
御する技術が確立できていない状
況である。
　本稿では、ますます深刻化する
流砂系に関わる土砂問題の実情お
よび対策技術・研究の動向を概観
するとともに、流砂系を一貫した
土砂管理の展開に向けて今後は何
が必要なのかを述べる。

注1）漂砂 ： 波あるいは流れによって底質の砂が移動する現象、または移動する砂をいう。

注2）流砂系 ： 流域の源頭部から海岸の漂砂域までの土砂の運動領域をいう。
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2  我が国における流砂系問題の実情

2-1
山地からの土砂流出の特徴

　我が国は、環太平洋火山帯に位
置し、地震や火山活動が活発であ
り、急峻な地形に脆弱な地質が分
布している。火山岩類の貫入によ
る破砕作用や熱水変質作用を受け
た岩盤は、雨水の浸透や凍結・融
解の繰り返し作用、岩盤のクリー
プなどによって崩れやすくなって
いる。加えて、台風や前線、低気
圧によって激しい降雨が発生する
などの厳しい気象条件を有してい
ることから、山地では活発な土砂
の生産が行われている。年間の平
均生産土砂量はおおよそ 2 億 m3

と見積もられているが 1）、土砂の
生産量には地域差があり、糸魚川・
静岡構造線や中央構造線沿いの地
域など、地質的に脆弱な地域で多
く、中部・北陸地方で全体の約半
分を占めている。
　日本列島は脊梁山脈が国土を貫
き、急勾配の短い河川が平野や海
域に直結している。山地で生産さ
れた大小さまざまな粒径からなる
土砂は、間歇的に生ずる洪水によっ
て大量に、また平常時の流水によっ
て持続的に河川を流下し、その過
程で、各所で氾濫と堆積、そして
再移動を繰り返してきた。河川が
急勾配の山間地から平地に流れ出
る場所では比較的粒径の大きな礫
や砂が堆積して扇状地ができ、勾
配が緩い平地では粒径が小さい砂
や微粒の土粒子に含まれる栄養塩
などが堆積して肥沃な平野や河口

デルタが形成されている。また、
海域では河川などからの土砂の供
給によって、干潟や砂浜海岸を形
成してきた。
　このように、山地からの土砂は
国土の形成と維持のための血流と
しての役割を果たし、地域固有の
風土と生態系を育むとともに、人
間の生活に脅威を与えてきたので
ある。

2-2
流砂系の歴史的変遷

2-2-1　高度成長期以前

　我が国では、江戸時代以前にあっ
ては、建築用あるいは燃料となる
木材の切り出しなどのために山林
が荒廃し、そのため、土砂流出が
大量で河床が高いために洪水氾濫
が頻発した。明治には外国人技師
が、植林その他の砂防工事による
土砂流出軽減に乗り出した。また、
新田開発が積極的に進められた。
沖積平野における農地開発では、
霞堤注 3）を廃止して連続堤にしたた
めに、遊水機能を果たしていた低
湿地を減少させた。そのような場
所は必然的に水害に弱いため、災
害の多発につながった。大量土砂
流出の傾向は、1960 年代まで続き、
戦後の大洪水頻発の一原因をなし
ていた 2）。

2-2-2　高度成長期以降

　第二次世界大戦後、河川の氾濫
原であった領域にまで住宅が数多
く建てられるようになったことか

ら、台風や前線性の豪雨によって
多数の死者を出す災害が相次いで
発生し、水害に強い河川を造るこ
とは、当時の国民の悲願であっ
た 3）。このため、河川堤防の強化
とともに、山地緑化に力が入れら
れ、砂防工事が土砂流出を抑制す
ることを目的として行われてきた。
また、食糧の増産を支えるための
農業用水の確保や、コレラ・赤痢
などの疫病の蔓延から都市の住民
を守るための清潔な水道水の確保、
エネルギー需要の急激な増加に対
応するための大規模水力発電の建
設が必要とされた 4）。
　このような背景があって、高度
成長時代を迎えた 1960 年頃から、
洪水調節、水力発電、水道、工業
用水の確保などを目的として、多
数の大規模なダムが築造された。
これらのダムは洪水の危険を軽減
して住民の生命と資産を守り、下
流域の土地の高度利用を拡大して、
産業を発展させることに大きく貢
献している。水力発電量は 2006 年
時点において年間約950億kwhで、
我が国の総電力需要の 1 割弱を
担っており、CO2 を排出しない貴
重な純国産資源となっている 5）。
一方、大規模ダムは、貯水池計画
において通常 100 年間分の堆砂容
量を確保し、流水とともに土砂を
貯水池にため込む前提で設計され
ている。このため、ダムからの放
流水に含まれる微粒の土粒子を除
いて、上流域から流入する土砂の
大部分を貯水池で捕捉し堆積させ
ている。また、砂防工事として数
多くの砂防堰堤が設置されて、荒
廃した山地や渓流から流出する土

注3）霞堤： 比較的急勾配の河川において、堤防に開口部を設けて不連続にしたもの。洪水時に、河川水の一部を

一時的に堤防の外側に逃がして洪水の勢いを弱めるとともに、田畑に肥土を沈殿させて地力の衰えを

防止する役割を持っている。また、堤防からの氾濫水や支川からの洪水を河川に排水する機能もある。
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図表 2　河川における土砂移動の特徴と問題発生の概要

出典：参考文献6）

砂をためている。
　図表 1 に、我が国全体の、山地
から河川、海域に至る土砂流出の
模式図を示す。ダム等の河川を横
断する構造物への堆砂量は年間約
1 億 m3 となっており、年平均生産
量の約半分の土砂が下流域への供
給を遮断されている。高さ 15 ｍ以
上の約 2700 ダムのうち、堆砂量の
報告が義務付けられている総貯水
容量 100 万 m3 以上の 877 ダムに
ついてみると、2005 年現在で約 13
億 m3 の土砂が貯留されている 1）。
土砂流出が激しい流域では、洪水
時に一気に流出する大量の土砂が
ダム貯水池に捕捉されることによ
り、かつて暴れ川と呼ばれた河川
の中・下流域で、近年、河床上昇
が抑制されて、洪水の疎通能力が
向上し、洪水氾濫を大幅に抑制し
ている面もある。
　さらに、高度成長期以降、コン
クリート骨材の需要に応じるため、
河川および海域において大量の砂
利採取が行われてきたことも流砂
環境の大きな変化要因である。川
砂利の採取量は 1966 年には年間
1.3 億 m3 にも及んだが、その後厳
しく規制されて、1989 年には 2200
万 m3、2004 年には 840 万 m3 に減っ
ている。海砂利の採取についても
禁止される傾向にあるが、2004 年
時点では 1700 万 m3 の採取量と
なっている。また、海域では港湾・
漁港などの大型の海岸構造物が多
数建設されているが、これが海域
の沿岸方向の漂砂の移動に大きな
影響を及ぼしている。航路や泊地
に堆積した土砂の大部分は砂浜に
戻されることなく、沖合や陸域に
処分されている。

2-3
流砂系のアンバランスによる

問題の発生状況

　河川における土砂移動の特徴と、

2 m3/

1 m3/ 4500 m3/

1 m3/

840 m3/

1700 m3/
460 m3

7000 m3/

図表 1　日本全体の土砂の生産および流下量の概要

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ダム貯水池での土砂貯留、ダム下
流域での河床表層砂礫の粗粒化

（アーマリング現象）や河床の低下、
下流域での河床上昇、海岸侵食な
ど、発生している土砂問題の全体
概要を図表 2 に示す。問題の発生
内容や程度は、流砂系の自然特性
と人為作用の組み合わせによって
大きく異なる点に留意する必要が
ある。

2-3-1　 ダム貯水池における土

砂の貯留

　ダム貯水池の建設にあたっては、
一般に、100 年分の堆砂容量をダ
ム近傍の貯水池の深い部分に確保
しているが、上流からの流砂は貯
水池への流入部付近の有効容量の
領域内に堆積することが多い（図
表 3）。このため、堆積土砂は貯水
池計画で目論まれている有効容量
を減少させて、洪水調節、水道用水、
発電等の貯水池の機能を低下させ
るとともに、貯水池流入部の河床
を上昇させて、洪水時の氾濫危険
度を増大させるケースが生じてい
る。堆砂が進行すると、放流設備
や取水設備などのダム付帯設備の
機能に影響を及ぼすことも懸念さ
れる。
　土砂の生産が活発な中部地方で
見ると、2005 年現在、総貯水容量
が 100 万 m3 以上のダムでは、総
容量の 30% 以上が土砂で埋まって
いるダム数が 27 ダムで全体の 34%
となっている 1）。全国のダムで見
た場合、貯水池の計画堆砂量をす
でに上回っているダムは 140 ダム
で全体の 16% となっている。近年、
中山間部の過疎化が進展しており、
山林の管理が十分でなく、土砂崩
壊の抑止力が低下していることも
今後の不安要因となっている。
　貯水池の規模が大きく貯留水の
回転率が低いダムでは、出水時に
流入した粒径 10μm 程度以下の大
量の微粒土粒子が懸濁質となって
長期間にわたって貯水池内に滞留
し、下流河川に濁水の長期化をも

たらす現象や 7）、流入した窒素、
リン等の栄養塩類が高濃度で長時
間滞留することにより、藻類が異
常繁殖してアオコや水の華などが
生じる、いわゆる富栄養化による
水質悪化をもたらす現象も発生し
ている 7）。

2-3-2　 河川中・下流域におけ

る河床の低下

　河川の中･下流域では、ダム等に
よる流砂遮断と過度の砂利採取の
影響により河床が低下して、護岸
や橋脚基礎が洗掘されたり、農業
用水や水道などの取水堰が機能麻
痺に陥る例が生じている。また、
上流域からの砂礫の供給が減少し
たために、細かい砂分が流されて
河床材料が粗粒化するとともに、
出水時の河床砂礫への研磨作用が
低下して付着藻類の更新が滞るな
ど、魚類を始めとした水生生物の
生息環境に影響を及ぼしているこ

とが指摘されている 8）。さらに、
ダムの運用によって洪水の頻度と
規模が減少したことと相俟って、
下流河川の洲が移動できなくなる
ことによって植生が固定化する状
況が生じている。これによって植
物層の分布に影響を与えていると
ともに、ヤナギ類などが樹林化し
て大洪水時の疎通能力を阻害して
いる状況も生じている 1）。
　また、川砂利採取の影響に対す
る反省から、近年、河床での砂利
採取が大幅に規制されているが、
大規模なダムがない流域などでは
河川下流域で局所的に河床上昇が
生じて洪水の危険度が増大したり、
規制がダム等における砂利採取に
までおよび砂利資源の不足をきた
す状況が生じている。このため、
山を切り崩しての大量の砕石生産
が行われており（図表 4）、山紫水
明の自然景観を損なう状況が生じ
ている。

図表 4　日本の骨材生産量の推移（1955-2000 年）

出典：参考文献9）

( )

( )

図表 3　ダム貯水池の堆砂容量と堆砂形状の関係

科学技術動向研究センターにて作成

計画
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3  流砂系問題に対応する技術とその研究の動向

2-3-3　 河口域および砂礫海岸

の侵食

　河川上流域からの供給土砂の減
少や、河床や海域における砂利採
取、さらに港湾･漁港などの海岸構
造物の設置による沿岸方向の漂砂
の遮断などにより、河口域や砂礫
浜での侵食が進行している 10）。昭
和から平成にかけて、年平均で約
160ha の砂礫浜が消失しており 11）、
高波を減衰させる防災機能や、海
水の浄化作用、仔稚魚の成育環境、
ウミガメの産卵場への影響などの
問題が指摘されている。
　海岸の侵食を食い止めるために
消波ブロックや離岸堤などのコン
クリート構造物がいたるところで
見られるようになっているが、こ
れらの対症療法的な侵食防止対策
工法は、他の領域の侵食を促進す
ることがあるなどの問題を有して
いる 12）。また自然豊かな美しい砂
浜海岸の景観を大きく損ねている。
図表 5 に、遠州灘における 1987 年
と 2005 年の海岸の状況を比較して
示す。天竜川からの土砂供給の減

少に伴う砂浜の侵食防止対策とし
て、左側の 1987 年の写真において、
天竜川と写真中央の馬込川の間に
離岸堤が設置された。この対策に
よって当該部では沿岸方向の漂砂
が捕捉されて侵食防止の効果が見
られたが、漂砂の下手側にあたる
写真下方の中田島砂丘では砂の供
給が減少し、2005 年の写真では中
田島砂丘の海岸が大きく侵食され

ている様子がわかる。
　2005 年現在、我が国の海岸延長
3 万 5000km のうち、すでに延長約
9500km におよぶ海岸保全のための
施設が設置されているが、これら
の構造物の耐用年数を 50 年と考え
た場合、将来、年間 200km の区間
について毎年補修または更新が必
要となり、次世代に大きな負担を
強いることになる。

3-1
総合土砂管理への方針の転換

　河川や海岸などの資源を高度に
利用し、また、災害から身を守る
ために、自然現象を何とか制御し
ようと各種の砂防構造物、貯水池、
堤防・護岸、堰、海岸堤防・防波
堤等を建設してきた結果、それぞ
れの事業目的に対しては成果が得
られた。しかし、その反面、流砂
系に対してはそれぞれの負の影響
が他の領域におよび、また時間の
経過を経て様々な問題が顕在化す
るようになった。このような背景
を踏まえて、当時の建設省河川審

議会総合土砂管理小委員会は、「流
砂系の総合的な土砂管理に向けて」
と題した報告書（1998 年 7 月）を提
出した。報告書では、流域の源頭
部から海岸までを含めた「流砂系」
という新たな概念が導入され、土
砂を止める対策に重点を置いてき
た従来の土砂管理の考え方を改め
て、適切な土砂移動を図ることが
重要であることが強調された。こ
れを受けて、建設省は、それぞれ
の河川・海岸の特性を踏まえて、
土砂の移動による災害の防止、生
態系・景観等の環境の保全、河川・
海岸の適正な利活用を図ることを
目標とした、河川流域および海域
を包括したスケールの総合的な土
砂管理に向けた取り組みを進める

ことになった 14）。
　河川法は、1997年に、従来の治水・
利水に加えて、環境を考慮した総
合的な河川管理を目指すように改
正された。海岸法も、1999 年に従
来の海岸背後の人命・資産の防護
から、海岸の環境や利用まで含め
て調和のとれた海岸保全を目指す
ように法改正が行われている。

3-2
流砂系の各領域における
固有技術の研究動向

3-2-1　土砂の動態調査

　流砂系の総合土砂管理技術の高

1987 2005

1971-1991

図表 5　遠州灘における海岸侵食の事例

参考文献13）を基に科学技術動向研究センターにて一部加筆修正
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度化へ向けた取り組みの一環とし
て、近年、流砂の影響が顕著に現
れている地点で土砂の動態に関す
る調査が行われている。

（1）　�河川における土砂の動態調査
　天竜川においては、佐久間ダム
の貯水池堆砂、下流河道部および
海岸部の土砂の粒径分布を比較し
て、ダムから土砂を流した場合に、
そのまま海域の沖合まで流出する
粒径成分、砂浜の形成に寄与する
成分、下流河床に堆積する恐れが
あり治水上の十分な管理が必要な
成分などの評価が行われている15）。
安倍川においては、流砂量の観測
結果を河川の流量と関係づけて、
洪水時の粒径集団ごとの土砂の移
動量が推定されている。流域最下
流での洪水時の流砂量のうち海浜
変形に寄与する成分（0.1 ～ 10mm）
が約 72％を占めていて、海浜形成
に有効であること、洪水時に途中
の河床で堆積が生じるために治水
安全上、土砂の継続的な排除が必
要であることなどが明らかにされ
ている 16）。河川の流砂の観測技術
については、地形の変化や浮遊砂
の観測は可能となっているが、河
床への堆積により氾濫につながる
恐れがある粒径が大きい土砂の流
れについては、いまだ測定が困難
な状況である 16）。
　一方、矢作川においては、ダム
からの土砂供給量の変化が底生生
物相に及ぼす影響についての調査
が行われている。ダム直下流では
流砂量が少なく、河床は砂や小礫
の割合が少ない。一方、貯水池で
増殖した流下動物プランクトンが
多くなっている。このような生息
環境の変化により、底生生物相に
明瞭な変化が現れるが、ダム下流
域では、支川の合流によって緩和
傾向にある 17）。

（2）　�海域における土砂の動態調査
　安倍川河口部では、河口テラス
の地形の変化が現地の測量データ

に基づいて調べられている。洪水
時の河川からの流入土砂によって
河口テラスがどのように発達する
か、また、その後、波浪の影響を
受けてテラスが変形することに
よって海岸に土砂が供給される状
況について検討が行われている18）。
　また、天竜川が注ぐ遠州灘周辺
においては、古地図や空中写真、
地中レーダのデータを組み合わせ
た長期にわたる海岸変形の歴史的
変遷の調査、山地や河川、砂浜の
土砂の鉱物分析によって海浜土砂
の供給起源を広域的に解明するた
めの調査が行われている。また、
海域での土砂の移動を長期的かつ
広域的に把握するために、超音波
を用いた新たな観測技術の開発や、
漁協と協力してシラス漁船の魚探
データを用いて広域・高頻度で海
底地形の変化をモニタリングする
など、浮遊砂や海底地形の観測技
術の開発などが進められている。
大学、民間、国土交通省、自治体
が協力して、科学技術振興調整費
重点課題解決型研究である「先端技
術を用いた動的土砂管理と沿岸防
災（通称、遠州灘プロジェクト）」と
して行われており、流砂系関係の
研究者から注目されている 13）。
　また、手取川が注ぐ金沢海岸や
宮崎県東部の日向灘海岸において
は蛍光砂によるトレーサー調査や
鉱物分析、深浅測量による土砂の
動態調査が行われ、沖合への損失
土砂や岬を越えての土砂の移動の
実態が明らかにされつつある 19）。

3-2-2　 山地における土砂の流

出予測技術

　信濃川水系高瀬ダムは流域面積
あたりの年間堆積土砂量が我が国
第一位のダムである。ダムの管理
を行っている電力会社は、長年月
にわたる空中写真による上流域の
地形変化計測、崩壊斜面における
侵食･堆積変化の現地観測データな
どに基づいて、斜面の崩壊・侵食
による土砂の生産と斜面や渓床で

の堆積による一時貯留の特徴を把
握し、どのような降雨条件で土砂
が流出するかを大学と共同で研究
し 20）、渓流からの混合粒径土砂の
流出予測モデルを作成している 21）。

3-2-3　ダムからの排砂技術

　従来は、大規模なダム貯水池に
おける排砂は、掘削や浚渫による
ものが主であったが、近年、ダム
の流域や設備の特性に応じて、図
表 6 に示すような様々な排砂技術
の適用性の検討が行われている22）。
高度成長期に建設された多くのダ
ムにおいて、今後、機能維持のた
めの堆砂対策が想定される中で、
排砂に着目したライフサイクルコ
ストとサービス水準の関係につい
てのダムのアセットマネジメント
に関する研究が始まっている 23）。
このような中で、大規模なダムや
砂防堰堤において、流入土砂を下
流域に流す試みがスタートしてい
る。

（1）　排砂バイパス
　新宮川水系旭ダム 24）、および天
竜川水系美和ダム 25）では、貯水池
の上流からダムの下流をつなぐ水
路トンネルを設置して、洪水時に
貯水池に流入する土砂を迂回させ
て流下させるシステムを整備して
運用する試みが行われている。図
表 7 の旭ダムでは、貯水池の上流
部に貯砂堰を設置し、土砂を含ん
だ洪水をトンネルでダム下流に導
いている。従来から問題になって
いた貯水池の濁水の長期化現象が
大きく改善し、貯水池の堆砂の増
加を抑制した。ダム下流では河床
にきれいな砂が蘇り、地元からは
好評を得ている。ただし、ダムか
らの流下土砂は下流のダムに流入
して堆積しており、河川を連続し
た排砂には至っていない。また、
流砂によってトンネル設備が洗掘
されるため、毎年補修が必要になっ
ている。



山地から河川、海域にわたる流砂系問題に対する実証的研究の推進

25Science & Technology Trends   May  2009

( )

図表 6　ダムの排砂技術の種類

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成

（2）　フラッシング排砂
　黒部川水系出し平ダムと宇奈月
ダムでは、連携して貯水池を空に
して、河川の流水の力で貯水池内
に堆積している土砂をゲートから
排 出 す る 試 み が 始 ま っ て い る

（図表 8）。1 回あたりの排砂量は
2 万 m3 ～ 172 万 m3 となっている。
このような排砂の方法は小規模な

ダムではこれまでにも実施されて
きたが、大規模なダムでは排砂後
の貯水池の再湛水に時間がかかり、
発電などの機能の確保ができない
ことなどから実施されなかった。
しかし、本事例では、貯水池容量
に比して河川の流量が大きいため
に排砂後の再湛水のリスクが小さ
いこと、またダム下流が急流河川

となっていて、わずか数十 km で
日本海に流入しており、土砂排出
による下流域の河床変動への影響
が比較的小さいことから、大規模
なダムでも導入しやすい地点条件
であったといえる。
　長年月間土砂を貯水池にため込
むと排砂時の水質が悪化するなど
の影響が出るため洪水時に合わせ

図表 7　旭ダムにおける排砂バイパス平面図

2,350
140 /s 

参考文献24）を基に科学技術動向研究センターにて一部加筆
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て排砂するとともに、河川および
海域における濁質濃度や溶存酸素
濃度などのモニタリングを行うな
ど、土砂の排出に伴う下流域への
影響に配慮しながら実施されてい
る 26）。

（3）　�土砂を流す砂防堰堤、洪水
調節専用の流水型ダム

　砂防堰堤は土砂を堰き止めて災
害を防止することを目的としてい
る。近年、大規模な土砂流出時に
は土砂を堰き止めるが小規模な出
水時には下流域に土砂を流下させ
る鋼管型やスリット型の砂防堰堤

が設置され始めている（図表 9）。
　また、一部で洪水調節専用の流
水型のダムも設置され始めている。
常時は流水を全く貯留せずに、洪
水時には流入水を一部通過させな
がら貯水して流量調節し、その後
速やかに排水する。洪水時に上流
から流入した土砂の自然排砂が可
能であり、堆砂量の抑制と流砂の
連続性を確保することを狙いとし
ている（図表 10）。

（4）　河川土砂還元
　近年、ダムの機能維持や下流河
川の生態系に対する環境改善など

を目的として、ダム貯水池の堆積
土砂の一部をダムの下流の河床に
置き土し、洪水時に下流域に流下
させる試みが始まっている（図表
11）。2008 年現在、全国 21 箇所の
ダムで実施され、さらに他のダム
でも実施に向けての検討が行われ
ている。大規模な施設の整備を必
要としない点に特徴がある。しか
し、1 回あたりの置き土量は数百 m3

～数万 m3 程度であり、まだそれほ
ど多量の流下は実施されていない。
実施にあたっては、下流域で生じ
ている環境上の問題点や、置き土
に伴う濁水の発生、流下後の下流

図表 8　出し平ダムにおけるフラッシング排砂

出典：ダム水源地環境整備センター提供

図表 9　鋼管型砂防堰堤

出典：参考文献27）

図表 10　洪水調節専用の流水型ダム（ダム上流側）

出典：参考文献28）
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図表 11　置き土による貯水池堆砂の河川還元

出典：京都大学角哲也教授提供

河床への堆積による治水上のリス
クなどを考慮して、置き土の粒径
や安全に流下させるための対象洪
水規模、河床への土砂の置き方な
どが検討されている 29）。濁水の発
生などに対してまだ地元からは抵
抗感が示されるケースも多い。し
かし、実施前後のモニタリングに
よって下流域での河床地形や河床
材料、底生生物、藻類などについ
ての改善効果が確認されて、むし
ろ地元から歓迎されている事例もあ
る。

3-2-4　 堆積土砂の有効利用技

術

　従来から、主に貯水池流入部に
おける堆積土砂を採取し、コンク
リート用骨材などに利用している。
しかし、消費地までの輸送コスト
や質の安定性、法規制などの問題
があって、必ずしも十分利用され
ているとはいえない。
　貯水池内の堆積土砂は、位置別
に概ね図表 12 に示すような特徴を
持っている。近年、従来の堆積土
砂の利用方法に加えて、ダム直近
の湖底に堆積している高濃度の腐
植酸鉄を海岸の磯焼け回復に活用
し、海藻類の増殖を促進するため
の実証試験 31）や、貯水池内の各領
域において混在している種々の粒
径の土砂を簡易な方法でサイズ分
け し て 河 川 土 砂 へ 還 元 さ せ る
フィールド研究 32）などが行われて
いる。

3-2-5　河床変動予測技術

　大小さまざまな混合粒径から成
る土砂が、河床において侵食ある
いは堆積する量を推定するための
数値解析モデルの開発が必要であ
る。流砂の変化を考慮した河川の
維持管理を適切に行えるようにす
るには、洪水中に河床が大きく変
化することを十分考慮する必要が
あるが、現状はまだそのような解
析ができていない。現在、現地実
験データに基づいて、洪水流と河

床変動の時間変化の相互作用を考
慮することにより、洪水中に生じ
る河床変動や水面形状の解析の信
頼度を高めるための研究が行われ
ている 33）。

3-2-6　海岸変形予測技術

　河口域や海岸部での地形変化
データや堆積物の粒径調査結果、
波浪データなどから、混合粒径土
砂の堆積・侵食過程を地形や海岸
構造物の影響も含めて解明する研
究も進められている。前述した「遠
州灘プロジェクト」では、広域の土
砂動態の調査結果に基づいて、河
口から海浜形成にいたる土砂輸送
機構の解明と高精度地形変化予測
モデルの開発が進められている。
土砂動態の把握技術と地形変化予

測技術を組み合わせることによっ
て、土砂動態や地形の変化に対し
て柔軟かつ継続的に対応できる、
順応的な土砂管理技術の構築を目
指している 13）。また、鹿島灘の波
崎海岸では、固定観測施設による
20年間にわたる波、流速、土砂濃度、
海底地形変化などの連続観測デー
タを用いて、岸沖方向の沿岸漂砂
量の分布や海底地形の変化を求め
るシミュレーションモデルの開発
が進められている 34）。また、室内
実験に基づいて火力・原子力発電
専用港湾を対象とした混合粒径に
よる三次元海浜変形モデルの開発
が行われている 35）。

図表 12　貯水池内堆積土砂の場所別の性状

参考文献30）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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3-2-7　 サンドバイパス・サン

ドリサイクル

　海岸構造物の影響によって侵食
が発生している海岸への対策とし
て、沿岸漂砂の上手側に堆積した
土砂を構造物の下手側に人工的に
移動させて流砂の連続性を回復す
るサンドバイパス（図表 13）や、侵
食海岸の下手側に堆積している土
砂を侵食域に戻すサンドリサイク
ルによる養浜の試みが一部でス
タートしている。千代川流砂系で
は鳥取砂丘や白兎海岸の侵食の拡
大を防止するために、河川管理者
や港湾・漁業管理者、海岸管理者
などが協力して、河口や航路・泊
地などの浚渫土砂を侵食海岸に投
入する試みが行われている 36）。ま
た、天竜川の東側に位置する福田
漁港では、天竜川からの沿岸漂砂
の大量堆積による漁港機能の低下
と漂砂の下手側の浅羽海岸の侵食
を防止するため、パイプラインに
よる恒久的な砂輸送システムを整
備したサンドバイパスが試みられ
ている。海岸地形や底質粒径の変
化、水質、底生動物やプランクト
ンなど生物環境への影響、アカウ
ミガメ・シラスへの影響など周辺
環境への影響や、また砂輸送シス
テムの耐摩耗性などを調査しなが
ら実施されている 37）。

3-3
海外動向

3-3-1　ダム貯水池の排砂の実施

（1）　欧州
　欧州委員会は水管理指令（2000
年）の中で、総合土砂管理の観点で、
域内の国際河川を対象に河川を連
続した流砂の質と量の保全を政策
課題として打ち出している。代表
的な排砂方法として、フラッシン
グ排砂が用いられており、下流域
の人命・財産および生態系などの

環境への影響に配慮して実施され
ている 38 ～ 40）。スイスでは、フラッ
シング排砂作業の計画や運営の指
針として連邦ガイドラインを発行
するとともに、実施時期や方法に
ついては州の認可を必要とするな
ど、制度として明確化している。
また、フランスでは上流のスイス
のダムと排砂のタイミングを合わ
せて下流域の水質の環境基準を満
たすための検討が行われている。

（2）　中国
　中国では、かつてはダムに 100
年分の堆砂容量を確保して対処す
る設計が行われていたが、黄河の
三 門 峡 ダ ム（1957 年 完 成、 高 さ
106m）において短期間に大量の土
砂が堆積した経験などを踏まえて、
現在ではダムへの流入土砂は下流
域に流下させることを基本として
いる。黄河や揚子江においては微
粒の土砂が多いことから、出水期
は貯水位を低下し貯水池内の流速
を増大させて運用し、貯水池への
流入土砂の通過促進を図っている。
これにより、水力発電量は減少す
るが、「蓄清排砂」「静水舟航、動
水流砂」という考え方で、自然の営
力を利用したダムからの排砂を
行っている。

（3）　米国
　米国のほとんどのダムは貯水池
規模が非常に大きいため、ダムの
堆砂はあまり問題にされていない。

下流の河川についても、河床の洗
掘が起こっている箇所については、
土砂を重機で移動させて対処して
いる 41）。

3-3-2　海岸侵食への対応

（1）　欧州
　オランダでは、地球温暖化にと
もなう海面上昇に対する海岸保全
対策の検討が行われたが、構造物
対策ではなく養浜によって現状の
海岸線を防護する考えが政策決定
されている 42）。

（2）　米国
　沿岸域管理法における政策宣言
において、「現在とこれに続く世代
のために、沿岸域の資源を保存、
保護、開発、そして可能ならば修復、
増強する」ことが掲げられている。
沿岸域管理の目的を広く捉え、開
発と保全の調和を目標にしている。
州法において、海岸の価値を保護
するためのさらに踏み込んだ内容
が定められている。たとえばフロ
リダ州法では、港湾設備は漂砂の
沿岸方向の移動を遮断してしまう
ことがあるので、維持管理のため
に浚渫する土砂は、漂砂の流れの
下手側に供給し、年間の沿岸漂砂
量を確保すべきと記述している。
　米国でも海岸侵食の問題は深刻
であり、1960 年代以前は構造物に
よる対策がかなり実施されていた
が、1970 年代以降は養浜による侵
食対策が主流になっている 42）。

図表13　サンドバイパスの概念図

出典：参考文献37）
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4  流砂系問題解決に向けた課題と手段

4-1
日本における流砂系問題の課題

　我が国は、山地において大量の
土砂が生産されて、河川から海域
へと供給されることで国土のバラ
ンスが保たれ、生態系が維持され
ている特徴を有している。黄河や
揚子江などで対象としている貯水
池の堆砂の大部分は非常に細粒で
あるが、我が国においては大小さ
まざまな粒径の土砂に対する防
災・環境面の特段の配慮が必要で
ある。
　流砂系問題の解決には、流送土
砂の連続性を確保し土砂がバラン
スよく供給されるメカニズムを取
り戻すことが必要であるが、流砂
系の各領域においてさまざまな構
造物が存在し、その機能を前提と
して社会が成り立っている我が国
においては、全く元の自然状態に
戻そうとすることは現実的ではな
い。例えば、大規模貯水池の除去
などは下流域に悪影響を及ぼす危
険性を十分考える必要がある。し
たがって、将来の流砂系のあるべ
き姿は、流出土砂の全てを流すと
いうことではなく、地域の特性を
踏まえ、地域住民の生命・財産の
安全を保障したうえで、資源の持
続的な利用を可能にし、さらには
多様な生態系などの豊かな自然環
境が維持されるものでなければな
らない。
　しかしながら、土砂の移動現象
は広範囲にわたり、かつ台風や豪
雨などが多い我が国で異常気象時
を含めた土砂動態の複雑さ、測定
の難しさなどから、流砂に関わる
実態の把握は十分とはいえない。
特に、地域や行政の関係部署およ
び科学技術の専門分野が多岐にわ

たっていることもあって、流砂系
全体を俯瞰する連続的あるいは広
域的なフィールドデータが非常に
不足している。このことは、固有
技術の信頼度を高めることを難し
くしている。土砂を流下させた場
合に懸念される河床上昇による洪
水氾濫のリスクの増大や生態系へ
の影響などを適切に評価し制御す
る技術、さらに河川からの土砂の
供給による海岸侵食の改善効果な
どを予測する技術がまだ確立でき
ていない。連続性がある流砂系の
問題は、個々の行政の関係部署や
各専門分野による局所的・対症療
法的な取り組みでは、安全、利用、
環境面で調和のとれた根本的な解
決を見出せない 12）43）。総合的な土
砂管理の取り組みが提唱されてか
ら 10 年を経た現在に至っても、流
砂系全体にわたる管理技術の体系
化や流砂系スケールでの対策の実
現には程遠いものがある。

4-2
問題解決に向けて

（1）　実態の把握
　まずは、流域の源頭部から海岸
の漂砂までの土砂移動の実態をモ
ニタリングによって的確に把握し、
生じている問題およびその箇所、
因果関係、影響範囲などを、流砂
系全体の視点で、改めて的確に診
断することから始める必要がある。
そのうえで、各領域で必要な流砂
の量と粒径についての改善目標を
明らかにし、問題の解消・緩和に
向けた適切な土砂の供給対策を、
防災、利用、環境の観点から一体
的に考えることが必要である。こ
のようなフィールドデータに基づ
いて、流砂系問題に関わる固有技

術の検証・高度化を行うことが必
要である。土砂の移動現象を対象
とする土砂水理学は、これまで主
に実験室での研究に基づいて作り
上げられてきている。そのため、
上流域からどのように土砂が供給
されるかの予測技術、土砂の粒径
分布が地形変化に及ぼす影響の評
価などが十分わかっていない。
フィールドデータの充実によって
既存技術の検証と改良が進められ、
信頼度が向上することを期待する。
また、研究者間でデータを共同有
効活用できる仕組みの充実が必要
である。山地における土砂の生産
と流出現象は流域の地形･地質条件
や気象・水文条件によって大きな
差が生じる。また、河川や海域に
おける土砂の動態は時間的・空間
的に大きく変化し、地形や水文・
気象条件、土砂の粒径などが相互
に関連し合う。先端技術を用いた
新たな土砂の動態観測技術を開発
し、観測システムを改善・充実さ
せるとともに異常気象時を含めた
継続的な実態把握に取り組む必要
がある。

（2）　�一貫した実証的研究のフロー
　流砂系の各領域において管理部
署が異なり、それぞれの管理シス
テムが既に存在している中で、そ
れらを貫いて全体最適の考え方を
構築することは決して容易なこと
ではない。山地から海域に至る行
政の関係部署や地域関係者、流砂
系に関わる専門分野の研究者等が
参加し、これまで各領域で培って
きた知見を結集して、一貫した実
証的研究を実施する必要がある（図
表 14）。

（3）　�モデル流砂系と各改善目標
の設定

　流砂系問題が顕在化し、改善の
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必要性が認識されつつあるモデル
流砂系地域を特定し、これに対し
て集中的に研究資源を投入して、
問題解決型の研究を推進すること
が有効であろう。
　モデル流砂系における各改善目
標設定については、問題の因果関
係を評価して、地形の変化と生態
系への影響を改善する必要がある。
特に、土砂の「粒径」に着目した評
価と供給管理が重要である。また、
山地からの流出土砂はそのまま流
下させると災害につながる恐れが
あることから、貯水池や中・下流
域の河床での堆積土砂の有効活用
にも十分配慮することが必要であ
る。山地、河川、海を結んだ地域
全体を見据えて目標を設定し、地
域内では、情報の公開と多様な分
野を巻き込んだオープンな議論が
進められることを期待する。

（4）　�新たな土砂流送の考え方の
構築

　ダムからの排砂を含めた土砂の

流送については、下流域河床への
堆積による氾濫リスクや、利水、
および生態系を含めた環境面への
影響などを十分確認し、持続可能
な技術を模索していく必要がある。
流砂系ごとに土砂流出の量や粒径、
流送の特性は大きく異なっている。
土砂をダムで止めることのプラス
面、マイナス面を流砂系ごとにき
ちんと評価し、ダム貯水池、下流
河川、海岸など地域の特性に見合っ
た、土砂流送の制御技術の構築が
必要である。また、ダムからの排
砂方法についても地点条件をふま
えて、スルーシング排砂など各種
の排砂技術を組み合わせた新たな
手法についての検討が必要である。
　このような一連の検討の過程で、
自然の営力を活用して流砂対策を
実施する視点も大切であると考え
られる。たとえば、ダムと堤防で
守られた窮屈な河川を、河川勾配
の変化点や支川との合流点など、
出水時に土砂が大量に堆積する場
所については、ある程度氾濫を許

容する余裕を持つなど、自然に近
い土砂動態に戻して、景観や生態
系の復元を目指す取り組みも考え
られる。このためには河川区域の
拡大が必要であり、当該箇所につ
いては湿地や田畑に戻すことが必
要になるが、来世紀に向けて我が
国の人口が大幅に減少して行く中
で、堆積土砂の有効利用や食料自
給率の向上を図り、自然豊かな環
境を大切な資源としてとらえ、将
来の地域社会の再生と関係付けて
検討が進められることを期待する。
このような考え方は、極端に激し
い異常気象時の災害リスクの分散
対策にも通じる。

（5）　研究フォーラムの形成
　流砂系の諸問題の解決にあたっ
ては、個別部署による局所的・対症
療法的な対策では限界があること
はすでに述べてきたとおりである。
地域や行政の関係部署、さらに、科
学・技術の専門分野が多岐にわたっ
ていることから、流砂系全体の実態
についての共通認識と問題解決に
向けた連携した調査・研究活動、さ
らには関係者間の合意形成が必要
である。まず、環境や生態系をも含
めた流砂系に関わる学問分野が学
術 的 に 発 展 で き る よ う な 研 究
フォーラムを形成することが望ま
れる。問題解決に向けて、山地から
河川、海域にわたる行政や専門分野
を超えた全体的な活動を推進し、さ
らに総合的土砂管理の制度構築へ
の反映をも視野に入れたフォーラ
ムであることが望ましい。
　現状からのブレークスルーのた
めには研究の推進に必要な資金の
確保とともに、大学院生などの若
い人材をフィールド調査に積極的
に参加させ、長期にわたる多面的
な実証的研究のために人材の厚み
を増すことが必要である。そして
研究者が強い意志のもとで関係部
署を横断した人智を結集すること
が望まれる。

図表14　流砂系問題に対する一貫した実証的研究のフロー

科学技術動向研究センターにて作成
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　今後、地球温暖化によって、異
常降雨の増大や海水面の上昇など、
これまで経験しなかった自然現象
の大きな変化により、土砂の激し
い流出や大規模な海岸侵食の発生
が危惧されている。本稿で論じて
いる山地からの土砂の流出現象は
将来にわたって継続するものであ
り、我々、および我々の子孫の生
活に密接に関係する問題である。
土砂問題への対応にあたっては、
流砂のメカニズムに基づいて長期
的な視点に立って社会基盤のあり
かた、その保全に係わるコストを
再評価し、自然と共生するための
持続可能な対策を検討することが
大切である。
　我が国は、先進国の中では、地
形変化が激しいという稀有な環境

にある。また、脊梁山脈が国土を
貫き、急勾配の短い河川が、人口
が密集している氾濫平野や海域に
直結しており、流砂による恵みと
脅威にさらされている。将来の国
土の的確な保全に向けて、流砂系
に係る技術・総合管理を確立する
とともに、これらの取り組みで得
られた国土保全の総合管理技術を、
類似の自然条件を有するアジア諸
国等への国際貢献に活かすことが
望まれる。
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井上　素行

客員研究官

株式会社間組　技術顧問

首都大学東京大学院非常勤講師

博士（工学）

東京電力で水力発電所の建設・保守運用管理、火力発電所の計画、安全管理

などの技術・研究業務に従事した後、現職。大学、労働科学研究所、JAPIC、

JABEE などで活動中。

趣味は山歩きと海水浴、菜園造りなど。
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